
特定個人情報保護委員会（第３７回）議事概要 

 

 

１ 日時：平成２７年１月１９日（月）１６：００～１７：００ 

２ 場所：特定個人情報保護委員会委員会室（三会堂ビル８階） 

３ 出席者：堀部委員長、阿部委員、嶋田委員、手塚委員、加藤委員 

      其田事務局長、松元総務課長 

４ 議事の概要 

（１）議題１：国税関係（受付）事務全項目評価書及び国税関係（賦課・徴収）

事務全項目評価書についての概要説明（非公表部分あり）につ 

いて 

   特定個人情報保護委員会議事運営規程第８条の規定により、国税庁の職

員が会議に出席した。 

   国税庁から、国税関係（受付）事務及び国税関係（賦課・徴収）事務の全

項目評価書の概要について説明があった。 

   手塚委員から「納税者等から特定個人情報が記載された申告書等をイン

ターネット回線経由で受け付けることについて、どのようなリスク対策を

講じているのか」という旨の発言があった。これに対し国税庁から「他人に

なりすまして申告されるというリスクへの対応については、e-Taxを利用す

る際には、事前に税務署から発行される利用者識別番号と暗証番号が必要

になるため、本人からしか情報を受け付けないようにシステム的に制御し

ている。また、改ざん検知及びなりすまし防止のために電子署名を必要とし

ている。さらに、安全を確保し、盗聴等を防ぐために暗号化通信を行うこと

としている」という旨の発言があった。 

   手塚委員から「税務調査を実施する際に職員が納税者等から直接入手す

る特定個人情報について、どのようなリスク対策を講じているのか」という

旨の発言があった。これに対し国税庁から「入手については、暗号化した上

で、国税当局が調達した電子記録媒体に格納して搬送することとしている。

使用については、データを取り出す際、処理をしたログを記録している。ま

た、許可がなければ取り出せないこととしている。さらに、電子情報の取出

状況について定期的に監査を行うこととしている」という旨の発言があっ

た。 

   阿部委員から「納税者等が提出した申告書等に記載された個人番号の真

正性を確認するため、地方公共団体情報システム機構から個人番号等を入

手することについて、どのようなリスク対策を講じているのか」という旨の

発言があった。これに対し国税庁から「目的外の入手が行われないように、



アクセスログを取得している。また、不適切な方法による入手や、入手の際

に特定個人情報の漏えい・紛失がないように、専用線を用い、かつ、法令で

定められた範囲の情報しか入手できないようシステムで制御することとし

ている」という旨の発言があった。 

   阿部委員から「地方公共団体とは、情報提供ネットワークシステムを使用

せずに、番号法第 19条第８号に基づいて特定個人情報を提供・入手するこ

とについて、どのようなリスク対策を講じているのか」という旨の発言があ

った。これに対し国税庁から「目的外の入手が行われるリスクについては、

地方公共団体からは地方税法等に基づいて必要な情報のみ提供されるため、

不必要な情報は入手できないことになっている。また、不適切な方法で入手

が行われるリスクや、漏えい・紛失するリスクについては、入手元の地方公

共団体から法令で定められた範囲の情報しか入手できないようシステムで

制御している。不正な提供が行われるリスクについては、国税当局と地方税

当局のみをつないだ専用線を用い、暗号化した上で、決められた情報だけを

提供するようにシステムで制御することとしている」という旨の発言があ

った。 

   嶋田委員から「過去３年以内に、申告書の所在不明や案内文書の誤送付な

どの個人情報に関する重大事故が発生していることについて、どのような

再発防止策を講じているのか」という旨の発言があった。これに対し国税庁

から「文書の発送や、簿書の廃棄作業をする際には、必ず複数の職員による

ダブルチェックを実施することとしている。文書の紛失や情報の無断持ち

出しの防止策としては、外部へ文書を持ち出す場合の手続を厳格化してい

る。さらに、職員の指導監督及び事務監査を実施している」という旨の発言

があった。 

   加藤委員から「特定個人情報が記載された法定調書に係るデータ入力業

務を事業者に委託する際に、どのようなリスク対策を講じているのか」とい

う旨の発言があった。これに対し国税庁から「委託先を決定する入札の条件

として、プライバシーマークを取得していること、委託業務の全体を統括す

る責任者は、効率的に指導するための知識と経験を有すること、作業従事者

はエントリー経験を２年以上有することなどを定めている。また、委託契約

において、ユーザ IDによるアクセス制御、ファイアウォールによる外部か

らの不正アクセス防止及びデータの暗号化等、安全管理上必要な措置を講

じなければならないことを規定している。さらに、再委託の原則禁止、特定

個人情報の消去義務に関して具体的に規定している」という旨の発言があ

った。 

   国税庁から非公表箇所について説明があり、質疑を行った。 



 

（２）議題２：その他について 

   平成２６年度特定個人情報保護委員会年次報告の骨子案について、事務

局から資料の説明があった。骨子案に基づき作業を続けることとなった。 

   平成２７年１月１５日に稼働開始したマイナンバー保護評価システムの

利用状況について、事務局から報告があった。 

 

以上 

  


